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衆議院総務委員会ニュース

平成24.3.21 第180回国会第７号

3月 21日（水）、第７回の委員会が開かれました。

１ 放送法第 70条第２項の規定に基づき、承認を求めるの件（内閣提出、承認第２号）

・川端総務大臣から提案理由の説明を、松本日本放送協会会長から補足説明をそれぞれ聴取しました。

・川端総務大臣及び郡復興大臣政務官並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本放送協会会長 松 本 正 之君

日本放送協会技師長・専務理事 永 井 研 二君

日本放送協会専務理事 金 田 新君

日本放送協会理事 大 西 典 良君

日本放送協会理事 今 井 環君

（質疑者及び主な質疑内容）

後 藤 祐 一君（民主）

・受信料の値下げが３年前に約束した 10％ではなく７％

に留まったことに関連して、この差のうち 0.6％は東日

本大震災に伴う緊急の設備投資に使うとしているが、一

般の企業が借金等によって行っている設備投資を、ＮＨ

Ｋが、無借金、かつ、繰越金不使用のまま行う理由につ

いて、ＮＨＫ会長の見解を伺いたい。

・受信料値下げについて、経営努力等により可能となるの

であれば、３年間の経営計画の途中であっても値下げを

することを検討すべきと考えるが、ＮＨＫ会長の見解を

伺いたい。

・衛星放送を受信できる環境にありながら契約をしていな

い視聴者への対策として、スクランブル化を図る等を検

討することについて、総務大臣の見解を伺いたい。

大 西 孝 典君（民主）

・東日本大震災に関する報道について、ＮＨＫの体制はど

のようなものであったか、ＮＨＫ会長から報告していた

だきたい。

・被災地方公共団体が所在する地方局では被災地の広報を

重視すべき、また、被災直後においてはラジオ放送を被

災地に向けた情報に特化すべきと考えるが、ＮＨＫの見

解を伺いたい。

・大規模災害に備えたバックアップ機能の整備に関して、

大阪放送局以外にも当該機能を整備すべきと考えるが、

ＮＨＫ会長の見解を伺いたい。

杉 本 かずみ君（民主）

・ＢＢＣ（英国放送協会）が行っている首相（与党党首）

を選ぶ際の候補者への個別インタビュー放送について、

国民・視聴者に情報を伝える公共放送の役割を担うＮＨ

Ｋの感想を伺いたい。

・娯楽番組が多いと考えられることに関係して、番組構成

の分類の仕方や、どのような比率で放送を行うのかの番

組構成の在り方について、ＮＨＫの見解を伺いたい。

・国際放送に関して、アジア、中東に多言語で発信して、

日本の評価を高めることが必要と考えられるが、現在の

状況と今後の取組について、ＮＨＫに伺いたい。

北 村 茂 男君（自民）

・ＮＨＫの平成 24 年度予算から算出した平均給与額は

1,100 万円を超えており、社会一般情勢から高い給与水

準にあると考えられることに関して、国家公務員の給与

削減などの実施を踏まえ、公益性を有する特殊法人とし

て給与水準のあるべき姿やその見直しについて、ＮＨＫ

の見解を伺いたい。

・ＮＨＫの健康保険料の事業主負担割合が大きいとの指摘

がされていることに関して、特殊法人であることや現在

の社会情勢を踏まえ見直す考えがあるのか否かについて、

ＮＨＫの見解を伺いたい。

・ロンドンオリンピックの放送に関して、新しい技術開発

等の斬新な取組はあるのか、中継の権利を民放との間で

どのように決めているのか、放送権料はどのくらいの額

になるのかについて、ＮＨＫに伺いたい。

丹 羽 秀 樹君（自民）

・平成 24 年度～26 年度の経営計画において災害対応が重

点項目とされているが、各地の放送局の耐震化について、

特に地元名古屋放送局の耐震化の状況についてＮＨＫに
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伺いたい。

・最近は「ＮＨＫスペシャル」等の質の高い番組が減って

きているようだが、従来の番組制作から方向転換したの

か、方向転換したのならその背景についてもＮＨＫ会長

に伺いたい。

・ＮＨＫ技術研究所における今後の新たな技術開発につい

て、どのようなものを考えているのか、ＮＨＫに伺いた

い。

谷 公 一君（自民）

・ホテル・旅館の受信料割引等を今後見直すことがあるの

かについて、ＮＨＫの見解を伺いたい。

・緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（ＳＰ

ＥＥＤＩ）による放射性物質の拡散データがただちに公

表されなかった問題について、ＮＨＫがＳＰＥＥＤＩの

データを国に要求した時期はいつなのか、この問題を教

訓として原子力報道の在り方について検討し公開するの

か、ＮＨＫの見解を伺いたい。

・被災地においてきめ細かい情報を提供するために、ＮＨ

Ｋのラジオ放送においても県域よりも狭い範囲を対象と

した放送を行うべきと考えるが、ＮＨＫの見解を伺いた

い。


